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Ⅰ はじめに 

 

我が国の消防は、地域に密着した自治体消防として発足し、以来、関係者の

たゆまぬ努力の積み重ねにより、制度、組織・体制、施設・資機材等の充実強

化が図られ、火災の予防、警防はもとより、救急、救助から地震、風水害、国

民保護等への対応まで幅広い分野にわたり、国民生活の安心・安全の確保に大

きな役割を果たしてきた。 

しかし、一方で時代を経るとともに高齢化・人口減少に代表される社会構造

の大きな変化、昨年の福島第一原子力発電所事故を契機としたエネルギー事情

の変化、国際情勢の変化への対応等、消防を取り巻く環境の変化に伴う課題に

的確に対応する必要が生じてきている。 

また、昨年発生した東日本大震災、その後も相次いでいる集中豪雨や台風な

ど、自然災害は大規模化、複合化しており、広範囲にわたり人的・物的両面に

甚大かつ深刻な被害をもたらした。特に東日本大震災では、多数の津波火災の

発生と大規模市街地火災への進展、通信の途絶による消防活動阻害、危険物施

設の火災・流失、津波浸水域での消防活動等消防防災科学技術に関する多くの

課題が明らかになったが、さらに今後発生が予測されている首都直下地震、南

海トラフ沿いの巨大地震をはじめとする地震災害等がもたらす被害の軽減への

対応等課題解決に向けた検討は急務となっている。 

以上のように、消防防災に対する新たな課題は大きくかつ多岐にわたり顕在

化してきており、今後、これらの課題に積極的に対応し、国民生活の安心・安

全を確保していく上で、消防防災分野における科学技術の果たす役割はますま

す重要となっている。 

消防防災科学技術高度化戦略プラン（以下「戦略プラン」という。）は、消防

防災科学技術の高度化を産学官における消防防災関係者の力を結集して推進す

るため、消防防災を取り巻く課題、災害の状況、日々刻々と進化する科学技術

等の動向を背景に、平成１３年に策定し、同１９年に改定を行った。 

平成１３年の策定以来、消防研究センターをはじめ全国の消防本部、大学、

関係機関等で様々な消防防災分野の研究開発が行われ、それらの研究成果は実

用化や行政施策への反映という形で実を結び、その結果として多方面にわたる

消防防災活動に大きく貢献してきた。しかしながら、消防を取り巻く環境の大

きな変化等により様々な新たな課題も明らかになったことを踏まえ、より一層

消防防災活動に貢献する消防防災科学技術の高度化を推進するため、戦略プラ

ンの改定を行うものである。 
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Ⅱ 消防防災科学技術高度化戦略プラン（２０１２）の基本

方針 

（安心・安全な社会の実現に向けて）  

東日本大震災をはじめ、近年の災害は地球環境の変化等により大規模化、複

合化しているが、こうした中、国民の生活を守るため、安心・安全な社会の実

現に向けて、消防防災科学技術に携わる全ての関係者の力を結集してその高度

化を推進する必要があり、関係者の共通の認識・目標として、これからの５年

を基本的な目標期間としつつ、長期的な観点も持った消防防災分野における国

の研究・開発の方針を示すこととする。 

  

（一層の実用化を目的とした研究開発の推進） 

現在の消防防災の発展に、これまで積み重ねてきた多くの基礎研究が貢献し

ていることは言うまでもない。研究者の自由な発想に基づいて行われる基礎研

究は、今後も消防防災分野の知的価値を創造し、直接的あるいは間接的に消防

防災分野の発展に寄与するものとして、これまで同様その意義や重要性は極め

て高い。戦略プランで目指す国民の安心・安全の実現のためには、研究開発が

消防防災の第一線で実用化されることを目的とした、基礎研究、応用研究、さ

らにこれらを結びつける研究の推進が必要である。 

 

（研究開発成果を消防防災分野における社会システムの高度化に) 

現在まで、多くの消防防災に関する研究開発が行われてきており、その研究

成果は、消防関連規制等制度の改定、新たな装備の開発や改良等、消防防災の

体制や活動現場等に実装され、本分野の制度や仕組みの向上、すなわち消防防

災分野における社会システムの高度化に寄与し、もって社会全体の安心・安全

に貢献してきたところである。 

しかしながら、一定の研究成果を上げつつも、その研究成果を消防防災の現

場に実装されず、本分野における社会システムの高度化までつなげることが出

来なかった研究も散見された。 

研究開発に必要な人材、研究費等の研究資源については、非常に厳しい状況

ではあるが、省庁間の連携や、大学等研究機関及び関連する企業等と緊密な連

携を図り、戦略的にかつ効率的に研究開発を推進し、研究開発成果が、これま

で以上に消防防災分野における社会システムの高度化に寄与することが極めて
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重要である。 

 

 

Ⅲ 前戦略プランの実績及び課題 

 

平成１９年に改定した消防防災科学技術高度化戦略プラン（以下「前戦略プ

ラン」という。）では、「新技術等を消防防災分野に積極的に導入するためのよ

り災害現場等に密着した実戦的な技術開発・応用研究を行い、その成果を消防

防災活動等に積極的に利活用するという一連のプロセスの確立が重要である。」

という認識のもと、その高度化を推進してきた。 

前戦略プラン策定後、消防研究センターを中心とした研究開発の推進や、消

防防災科学技術推進制度等の積極的な活用により、数多くの研究成果や連携の

実績があがっているところであるが、今後の研究の方向性についての課題も浮

き彫りになった。新たな戦略プランを策定するにあたり、前戦略プランの主な

実績と課題について以下のとおり検証する。 

 

(主な実績) 

前戦略プランにおいて、１「重点的に取り組むべき研究開発課題」として掲

げられた四課題については、①「高齢者等災害時要援護者へ配慮した国民の安

心・安全の確保」の課題では、災害弱者も想定した避難方法に関する技術開発

等が行われ、②「大規模災害（過密都市火災、自然災害、危険物災害、テロ等

特殊災害等）への備えの充実」では、応急対応を支援するシステム等が実用化

され、③「先端技術を活用したより高度な消防防災活動の実施」では、特殊災

害時の情報収集ロボットなどが実用化され、④「増加する救急需要への対応と

救急業務の高度化」では、救急需要増加へ対応するための新しい救急体制の研

究が行われ、実用化に向けた試験運用などが行われた。 

また、２「消防防災の科学技術を担う人材の教育体制の充実」として、消防

研究センターと大学との連携等による消防防災の科学技術を担う人材の養成を

掲げ、寄付講座(東京大学)、連携大学(神戸大など)、講師の派遣等一層の連携

を図った。さらに消防機関と消防研究センターとの共同研究などを活発に行い、

消防防災関連機関との連携を強化するとともに、消防防災の科学技術を担う人

材育成として、消防機関から研修生、研究生を消防研究センターへ 5 年間で計

28 人を受け入れた。この他、消防防災科学技術推進制度においては、5 年間で

49 件の採択を行い、消防防災の現場に役立つ研究成果を得たことはもちろん、
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消防防災関係研究者のすそ野の拡大を図った。 

さらに、３「情報の共有化と啓発・普及の推進」としては、情報共有するた

めの情報発信（広報誌への掲載、講演会の開催、メーリングリストの活用等）

に努め、継続的に充実した情報の発信を行うとともに、諸外国も含めた最新技

術の情報収集、ニーズ、シーズの調査等も行われ、研究開発に活用されている。 

 

(課題) 

前戦略プランに沿い、様々な成果があげられたところではあるが、前戦略プ

ランでは、消防防災科学技術の高度化として「新技術等を消防防災分野に積極

的に導入するための研究開発が極めて重要であり、より災害現場等に密着した

実戦的な技術開発・応用研究を行い、」とあり、新技術等を導入することに主眼

が置かれ、ともすれば研究成果が必ずしも国民の安心・安全につながらないも

のも見受けられたことは、今後の重要な課題の一つとして認識する必要がある。 

また、消防防災分野の研究者は、現状でも限られた人材により、研究開発や

情報発信、人材育成などが行われている状況であり、今後さらなる研究成果を

あげるためには、組織の強化など研究推進体制の一層の見直し等を行う必要が

ある。 

さらに、新たな研究開発課題として、東日本大震災により明らかになった多

くの課題や、今後の高齢化や国民意識の変化等による社会構造の変化を踏まえ

た課題設定も必要となる。 

 

 

Ⅳ 消防防災科学技術を取り巻く課題 

 

１ 消防防災分野における社会システムをより一層高度化する研究

開発の推進 

  消防防災科学技術の研究開発に取り組む目的は、国民の安心・安全の向上

に資するものであることは言うまでもなく、これまでも数多くの成果を生み

出してきたところではあるが、消防防災を取り巻く環境の急激な変化にいか

に対応していくか、研究成果をこれまで以上に消防防災分野における社会シ

ステムの高度化にいかにつなげていくかが極めて重要である。そのためにも
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基礎研究をはじめ、様々な研究領域に視野を広げ、消防防災科学技術の高度

化に資する研究開発を行う必要がある。 

 

２ 東日本大震災等の発生により現出した課題への対応 

  昨年３月 11日発生した東日本大震災は、かつて経験をしたことのない大津

波による住家等の流出・火災、危険物施設及び石油コンビナートにおける火

災・破損に伴う大量の石油流出等により人的、物的にも極めて甚大な被害を

もたらした。消防防災科学技術の分野においては、防火対策、災害時におけ

る早期の情報獲得等通信技術対策、消防活動の安全性確保等々、今後、対応

が迫られる種々の課題を数多く現出させ、さらに、今後発生が予測されてい

る首都直下地震や南海トラフ沿いの巨大地震等への対応等課題解決のための

研究開発は急務である。 

  また、地震災害に限らず、自然環境の変化に伴い、激甚化する台風被害や

集中豪雨による災害への対応へも科学技術の活用が求められている。 

 

３ 社会構造の変化への対応 

  東日本大震災により発生した原子力発電所の事故は、エネルギー需要・供

給両面において、太陽光発電やリチウムイオン電池の拡大普及等大きな変化

をもたらし、消防防災の観点から、その安全性の確保は重要な課題となって

いる。 

  また、世界でも例のない高齢化時代の到来に伴う、救急需要の増加、災害

時に支援を要する高齢者の対策等も重要な課題の一つとなっている。 

  さらに、経済情勢等の変化により 24時間営業の飲食店等がホテル化するな

ど建築物の使用形態等も多様化し、火災が発生した際に被害が拡大すること

が予測されるなどこれらの課題にも対応する必要がある。 

 

４ 研究推進体制のさらなる充実の必要性 

（１）消防研究センターの役割 

消防研究センターは、消防行政及び消防職団員の活動を科学技術の面から

支えることを目的とした研究開発を行っており、これまでも関連する様々な

研究開発を行うほか、消防法に基づく消防庁長官による火災原因調査をはじ

め、特殊な事故や災害の調査に関する業務も行い、研究開発及び調査によっ

て得られた知見等を活用して、消防本部に対する技術的助言や消防活動の支
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援にも積極的に取り組んでいる。 

今般の東日本大震災など激甚化する自然災害、特殊化、多様化する火災や

事故により、消防研究センターの役割はますます重要となってきており、消

防本部をはじめ大学等研究機関、消防防災関連企業等の期待も非常に高く、

この期待に応えるためにも消防研究センターは、組織力を強化し、重点化し

た研究開発の推進や関係機関との連携等体制の一層の充実・強化を図る必要

がある。 

 

（２）消防本部の役割 

消防本部の研究部門等においては、火災等の災害現場に密着した研究開発

や火災原因究明のための研究（調査分析等）などが行われている。さらに東

日本大震災を踏まえた研究も進められており、地域の実情に応じた消防防災

対策に果たす役割はますます大きくなってきている。 

消防本部の実施する研究開発は個々の地方公共団体により、研究開発の体

制は異なり、研究開発のテーマ及びその進捗状況等は様々であるが、消防研

究センターや大学等の研究機関との効率的な連携を図り、地域住民の安心・

安全の向上を目的とした研究開発を推進する必要がある。 

 

（３）消防防災分野の研究開発の連携 

   東日本大震災をはじめとする自然災害、複雑多様化する火災・事故等の

対策・対応に係る消防防災分野の研究開発は、災害から国民を守るという

極めて重要な研究開発であることから、スピード感を持ちつつ的確に研究

を進めていく必要がある。 

   しかしながら、本分野における研究開発の人材、経費等その資源には限

りがあることから、消防研究センターをはじめ、消防本部、大学等研究機

関及び消防防災関連企業等は、これまで以上に緊密な連携を図り、一丸と

なって研究開発を推進していかなければならない。そのためには、共同研

究や学会等での意見交換等情報や課題を共有し、効果的・効率的な連携体

制を構築する必要がある。 

 

（４）広報・普及の強化 

自らが行っている研究開発の目的や進捗状況等の情報発信、研究成果の発

表及び普及は、研究開発の推進・連携を図る上でも重要なことと再認識し、

その強化に努めることが必要である。 
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Ⅴ 消防防災科学技術高度化推進の基本姿勢 

 

１ 第４期科学技術基本計画との整合 

  科学技術基本法に基づく第４期科学技術基本計画（平成２３年度～平成２

７年度）では、我が国が中長期的に目指すべき大きな目標の一つとして「震

災から復興、再生を遂げ、将来にわたる持続的な成長と社会の発展を実現す

る国」が掲げられており、消防防災科学技術の高度化に資する研究開発等に

ついては、安心・安全な生活の実現のため同計画と整合を図りつつ推進する。 

  また、同計画では、「基礎研究の抜本的強化」及び「科学技術を担う人材の

育成」についてその取組を推進、強化していくこと、さらには、「競争的資金

の改善及び充実」についてもその取組の推進が掲げられており、同計画の推

進方策に十分留意し、消防防災分野における科学技術の一層の推進を図る。 

 

２ 消防研究センターの役割の充実・強化 

  消防研究センターは、我が国唯一の消防防災に関する総合的研究機関とし

て、また、本戦略プラン推進の中心的存在として、研究開発の牽引役を担う

ことが強く期待されている。この期待に応えるべく同センターは、国内外の

研究機関と共同研究や情報共有等効果的な連携を図るとともに、研究官の能

力向上のための機会の拡充、適正な人員の確保と配置等組織の機能強化に努

める。 

  また、同センターは、この度の東日本大震災で抽出された課題等を踏まえ、

「消防活動の安全確保のための研究開発」、「危険性物質と危険物施設の安全

性向上に関する研究」、「大規模自然災害時の消防力強化のための情報技術の

研究開発」及び「多様化する火災に対する安全確保」について重点的に研究

を進める。 

  さらに、同センターの主要業務の一つである特殊な火災等に係る原因調査

に係る体制の強化及び調査技術の向上を図り、消防本部の調査支援を積極的

に推進するなど、消防本部との一層の連携を図る。 

 

３ 消防本部における研究開発の推進 

  事故や災害現場等の第一線で消防防災業務に従事する消防本部は、地域社 

会、住民に最も近い立場にあり、直面した課題解決のための研究開発は地域の 
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安心・安全の向上に直ちにつながることから、積極的に研究開発を推進する 

必要がある。 

その際、特に、住民、コミュニティ等地域の声に耳を傾け、地域のニーズ

を的確に把握するとともに、行政部門との情報共有を図り、研究開発の成果

が地域社会において有効に活用されることを目的とし、研究開発を推進する

必要がある。 

 

４ 連携の強化 

（１）産学官連携の強化 

   今後発生が予測されている首都直下地震等や大規模化する自然災害、ま

た、頻発する火災、事故等に対し、産学官の総力を上げ、あらゆる知見を

結集して対応していくことは当然に必要である。消防防災分野の研究開発

のための資源は決して潤沢な状況にはないことを認識し、産学官がそれぞ

れの役割分担に応じて、効果的・効率的な連携を推進する。 

   特に、消防防災活動において駆使、活用される研究開発は、大学等基礎

研究を担う機関との連携や異分野との連携も不可欠であり、これらの研究

成果を実戦的な研究へ結び付けるため、一層の連携・協力を推進する。 

 

（２）消防防災科学技術研究推進制度（競争的研究資金制度）の活用 

   消防防災行政は、基本的にはいわゆる公が担うものであり、関連する研

究開発を民間のみで行うのは難しい一面がある。このような状況打開の一

助、また、消防防災分野の研究者のすそ野を拡大するため、競争的研究資

金制度を活用し産学官の連携を促進するとともに、本制度の拡充及び柔軟

な運用に努める。 

具体的には、本制度において、申請機関等に対して消防本部との連携を必

須としており、消防本部のニーズ等意向を反映した、より実戦的な研究開発

を行うことにより、消防防災関係者間の一層の連携を推進する。 

 

５ 情報の共有 

   消防防災科学技術の高度化を図るためには、その研究開発に携わる関係

者の間で広く知見、技術を共有することは当然に必要であり、とりわけ消

防研究センターと消防本部との間の課題を含めた情報について、行政部門

はもちろん、産学関係者に広く発信し、消防防災科学技術に関する情報や

課題認識等関係情報の一層の共有を図る。 
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６ 広報・普及の強化 

   消防防災分野の研究開発は、国民の安心・安全の向上と密接な関連があ

ることから、研究の重要性をはじめ、取組の意義、成果等有用性について

積極的な広報・普及に努める。 

 

７ ＰＤＣＡサイクルの確立 

   研究開発を効果的に、効率的に推進するためには、ＰＤＣＡサイクル

（Plan-Do-Check-Action）を確立した上で進めて行く必要があることを認

識し、消防防災分野において有用な研究開発となるよう、適時フォローア

ップを行い、適切な見直しのもと実効性の高い研究開発を推進する。 

 

 

Ⅵ 重点的研究領域 

 

安心・安全の社会の実現に向けて、国民に分かりやすい視点で、重点的に取

り組むべき研究開発等の課題、取組を明確にすることが本プランでは重要であ

ると考え、昨今の災害の動向や社会情勢等を踏まえ、次の 5項目を重点的研究

領域とし関連する研究開発を推進することとする。 

  

１．地震・津波・風水害等から住民を守る 

東日本大震災において、住民を守る消防活動において大きな課題となったの

が、通信手段の制限に起因する被害状況の把握、円滑かつ安全な消防防災活動

である。また、今後発生が予測される首都直下地震、南海トラフ沿いの巨大地

震等による大規模災害発生の可能性が大きいことや、特殊な災害や国際情勢の

複雑化に伴う新たな NBC災害の発生の懸念、局地的な豪雨や突風による甚大な

被害、災害時要援護者対策等も喫緊の大きな課題である。 

これらの課題を解決するために、情報を途絶させない技術開発、 災害状況を

早期に把握する手法の開発、大規模災害に備えた日常からの準備（被害シナリ

オ、訓練（意思決定・判断）、情報収集、被害の軽減対策等）、地震、津波被

害後に発生する火災の予防方策、災害時要援護者への対策（避難誘導体制等）

等の研究を推進する。 
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２．複雑化、多様化する火災から住民を守る 

最近の火災が複雑化、多様化している要因として、社会構造の変化（新エネ

ルギー導入による新たな火災、建築物等の用途外の使用、環境問題等）、住民

の行動スタイルの変化などが考えられる。また、法令を遵守していないことに

より被害が大きくなった火災も見られることや、急激な高齢化に伴う火災死傷

者の増加が予測されるなど、これら社会構造の変化に応じた火災対策が必要で

ある。 

今後の研究の方向性としては社会構造の変化等に注視し、必要に応じての調

査、法令遵守対策等火災への予防・応急対策の研究を推進する。 

 

３．救える命を救う 

急激な高齢化の進展等による救急需要の増加が予測されていることを踏まえ、

この対策を講じるための研究が必要である。また、これまで救命率を向上させ

るための様々な対策が行われてきたところであるが、先進地域である欧米を参

考としながら、さらなる救命率の向上を目指すなど、よりよい救急体制の構築

が必要である。 

また、東日本大震災で発生した津波浸水域での救助、ノウハウの蓄積が十分

とは言えない電気自動車事故等からの救助、消防隊員の侵入が困難な NBC災害

の救助等救助困難事案への対応が必要である。 

これらの課題を解決し、救命率のさらなる向上を図るため救急需要の増加へ

の対応等新しい救急体制の研究開発や、救助困難事案に対応した救助技術の開

発を推進する。 

 

４．産業施設の安全を確保する 

東日本大震災においては、津波による石油タンクの流出、損傷及び危険物流

出事故が発生し、石油コンビナート火災に発展した事例も生じた。わが国では、

首都直下地震、南海トラフ沿い等の巨大地震の発生が危惧されており、石油タ

ンクの地震時の被害の予防・軽減対策は、なお一層重要性を増している。 

また、今後新たなエネルギーが広まることも想定されるため、これら新たな

エネルギーに対する火災等の危険性についての評価や消火対策の検討も必要で

ある。 



12 
 

これらの課題を解決するために、危険物施設の地震及び津波に対する損傷防

止策等の検討や、新たなエネルギーへの危険性評価方法や有効な消火方法を確

立するための研究を推進する。 

 

５．消防職団員の安全を確保する 

東日本大震災においては、消防職団員の死者及び行方不明者が 281 名と多く

の尊い命が失われた。また、炎上火災の減少により消防職団員の現場での経験

が不足し、現場での事故が増加することが予測されることや、新エネルギー関

連等の新たな災害等の発生も予測されている。さらに昨今の気候変動による水

害や熱中症の増加も問題となっているところであり、これら様々な災害に対応

する消防職団員の安全確保は極めて重要な課題である。 

これらの課題を解決するために、実践を想定した消防職団員の効果的な教

育・訓練方法の開発、新たな災害等へ対応した消防装備の開発や国際的な動向

を踏まえた技術基準の検討等を推進する。 

 

 

Ⅶ 分野別戦略プラン 

 

「分野別戦略プラン」については、「Ⅵ 重点的研究領域」で示した消防防災

分野の研究テーマを消防防災制度や消防活動に関する科学技術の観点から以下

の９つの分野に整理し、それぞれの分野における背景と、今後取り組むべき主

な具体的研究課題を例示している。 

この「分野別戦略プラン」による研究開発は、消防研究センターを中心に進

められるとともに、消防防災科学技術研究推進制度（競争的研究資金制度）

を活用して推進する研究開発の指針として位置付けられるものである。ま

た、消防本部、大学等研究機関、関係業界等においても、この「分野別戦

略プラン」を参考に研究開発が実施されることを望むものである。 

なお、消防防災に関する研究は、今後発生する事故や災害により新たな課題

が明らかになることも考えられることから、例示した研究課題にとらわれるこ

となく、幅広く柔軟に研究を進めていく必要がある。 

 

１．火災予防・防火  

【背景】 
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火災を取り巻く環境として、社会構造の変化（新たな火災（新エネルギー関

連）、用途外の使用、環境問題等）、住民の行動スタイルの変化などが大きな

要因となりつつある。また、近年発生している被害が大きな火災では、法令を

遵守していない場合等も見受けられる。さらに、今後急激な高齢化に伴う火災

死傷者の増加が予測されるところであり、これらの変化に応じた火災対応が必

要である。 

消防庁では、平成 17 年における住宅火災死者 1220 人(放火自殺等を除く)

を、10 年で半減させるという目標が示されており、住宅防火対策は国として

取り組むべき極めて重要な課題である。 

【取り組むべき研究課題】 

（1）社会構造の変化への対応（火災事例の調査分析（火災原因調査の高度化、

社会科学分野等を活用した調査分析）、新たな火災（新エネルギー関連、

新たな製品や材料による火災）、用途外の使用、超高齢化社会への対応、

環境問題等） 

（2）予防対策（法令順守対策、燃焼データの蓄積、シミュレーション技術の

高度化） 

（3）消防設備機器開発（自力避難困難者への対応、新たな警報手段の開発） 

（4）総合的な防火安全対策（大規模化、高層化、深層化、複雑化等への対応、

放火対策） 

（5）大規模火災時の安全対策（被害予測、安全対策） 

 

２．大規模災害への応急対応・減災 

【背景】 

東日本大震災後特に、首都直下地震、南海トラフ沿いの巨大地震等が発生す

る可能性が大きいと指摘されているところである。また、火山噴火、集中豪雨

による水害等の多種多様な災害も発生している。このような大規模災害におい 

ては、地域の防災力、行政機関の防災力を質的に向上させることが、被害の軽

減や、安心・安全な社会の構築の観点から不可欠である。 

【取り組むべき課題】 

（1）地震、火山噴火、豪雨災害等の定量的被害シナリオ構築（シナリオ構築

リスク評価） 

（2）被害シナリオへの対応技術（対応要素技術開発、情報共有対応技術開発） 

（3）効果的教育、訓練の計画・実施(ツール開発、訓練シナリオ開発) 

（4）意思決定と効果的な応急対応(既存システムの利活用、改良) 

（5）地震火災への効果的消防力の投入（早期火災覚知、延焼予測） 
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（6）延焼状況の適切な把握に基づく緊急消防援助隊の配備(配備状況の提供) 

（7）安全な避難情報の提供（避難情報の個々人への提供手段の開発） 

（8）津波被害、津波火災の発生予測(津波被害予測手法の確立、リアルタイム

予測システムの開発) 

（9）津波避難ビルの適切な指定（津波被害予測に基づく避難ビルのあり方検

討） 

 

３．大規模災害における防災情報 

【背景】 

東日本大震災においては、通信の輻輳や途絶などから、被災した地域や被災

の程度などの被害情報が不足していたことにより、初動の救援活動に困難が生

じた。 

大規模災害時等においては、災害現場と消防機関との間及び都道府県、市町

村、消防機関等と消防庁との間の情報通信・共有手段の確保が極めて重要であ

り、災害の発生直後からの災害情報の収集・伝達の円滑化、その情報を基にし

た的確な災害対応の意思決定、迅速な関連機関の連携した災害対応が、被害軽

減の観点から求められている。 

【取り組むべき課題】 

（1）通信の確保（アドホックネットワーク、衛星通信の活用） 

（2）情報把握・伝達（リモートセンシング技術、無線ネットワーク等の活用） 

（3）消防機関等行政機関の災害対応支援（意思決定支援、効果的な訓練方法

の開発） 

 

４．消火 

【背景】 

東日本大震災では、津波による石油コンビナート火災やガスタンクの爆発火

災、そして、津波によりもたらされた瓦礫等の堆積物からの火災や林野火災な

ど、消火が極めて困難な火災が多く発生した。 

これらの火災では、消火活動が長期化し、他への延焼の危険性や、火災によ

る大量の燃焼生成物（煙、有毒ガス等）の排出、また消防活動中に使用する大

量の消火剤等、環境拡散による環境負荷の増大等、様々な問題が生じた。 

また、震災後のガレキの処理、石油類の需要増加、環境保護の観点及び資源

の再利用に関する社会的要請に対応して、再生資源燃料や金属スクラップなど

の再生資源物質の利用が更に増加することが考えられる。これらは、消火が困
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難であり、その対策が求められている。 

【取り組むべき課題】 

（1）消火困難な火災（再生資源物質や瓦礫火災等）に対する消火技術の検討

（効率性・効果性の検討） 

（2）環境負荷の低い泡消火剤の消火性能評価（告示基準の妥当性等の評価） 

（3）津波浸水域での消火技術の開発（津波浸水域での消火性能） 

 

５．救助 

【背景】 

東日本大震災で発生した津波浸水域での救助や、電気自動車等による感電等

の危険性がある中での救助、消防隊員の侵入が困難な NBC 災害からの救助等、

消防隊員はこれら救助困難事案への対応を行う必要がある。このような救助困

難事案において、消防隊員の安全を確保しつつ、迅速かつ効果的な救助活動を

実施するための対策が必要である。 

【取り組むべき課題】 

（1）高性能な救助資機材等の開発（ロボット技術の活用、津波浸水域での救

助資機材の開発） 

（2）活動現場での安全を確保するための技術開発（２次災害防止技術、ショ

アリング） 

 

６．救急 

【背景】 

今後の急激な高齢化の進展により、今後 25 年間救急需要は増加すること

が予測されている中、医療機関への受け入れ困難な事例も引き続き発生して

いる状況や、心肺停止傷病者のうちの一カ月後生存率のさらなる向上等の課

題の他、今般の東日本大震災では、津波浸水域内の医療機関からの迅速な救

急搬送が困難であった実態等救急業務を取り巻く課題は多種多様であり、こ

れらに対応する救急体制の検討が必要である。 

また、我が国では、救急搬送中の交通事故対策等救急搬送時の安全に関す

る基準等がほとんど無く、救急搬送時の安全を確保する対策の検討も必要で

ある。 

 【取り組むべき課題】 

（1）救急関連事故（交通事故、医療事故等）の調査分析 

（2）救急需要増加対策(緊急度判定システム) 
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（3）救急医療体制（緊急度に応じた救急隊等の効果的な運用、受け入れ困難

事例を減少させる搬送体制） 

（4）応急手当の高度化（質の向上、時間短縮、教育体制、119番早期通報） 

（5）救急指令業務（口頭指導、緊急度判定体制の高度化） 

（6）救命処置(救急救命士の処置範囲拡大) 

（7）救急隊員教育(効果的な再教育) 

（8）津波浸水域での救急搬送技術（搬送技術の開発） 

（9）救急搬送技術（救急隊員、傷病者の搬送時安全基準の作成) 

 

７．危険物施設等の安全確保 

【背景】 

近年、危険物施設における事故件数は依然増加傾向にある中、東日本大震災

においては、津波による石油タンクの流出、損傷及び危険物流出事故が発生し、

石油コンビナート火災に発展した事例も生じた。首都直下地震や南海トラフ沿

いの巨大地震等の発生も危惧されており、石油タンクの地震時の被害の予防・

軽減対策は、急務である。 

また、電力需給は緊迫しており、ピーク電力対策として蓄電設備に、リチウ

ムイオン電池やＮＡＳ電池（ナトリウム硫黄電池）を用いたものが作成される 

などしており、多量の危険物を用いた場合の危険性や消火対策も必要となって

いる。さらに、これらの蓄電装置は、規制対象とならない小規模なものが一般

家庭まで普及しているため、規制対象の有無などについても検討する必要があ

る。 

【取り組むべき課題】 

（1）地震や津波による被害を予測する技術や被害を軽減させるための技術開

発（石油タンク等に対する津波挙動の解明、地震動予測の高精度化） 

（2）事故分析技術の開発(事故要因分析手法) 

（3）新エネルギー関係の火災危険性（太陽光発電、リチウムイオン電池等） 

 

８．特殊災害対応 

【背景】 

東日本大震災における、危険物施設の火災や原子力災害、新潟県南魚沼市の

トンネル爆発事故等、消防活動が極めて困難となる災害が発生した。これらは、

消火が極めて困難な危険物等の火災、放射線曝露下にある原子力災害、長大ト
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ンネル等における災害等のいわゆる特殊災害である。これらの災害に対応する

ための研究が求められている。 

【取り組むべき課題】 

（1）特殊災害に対する安全確保（要救助者の避難誘導、消防職員の活動支援） 

（2）放射線等に対する安全を確保する技術 

（3）ナトリウム、リチウム等の特殊な危険物の燃焼性状・消火方法 

（4）廃棄物等の火災に関する燃焼性状・消火方法 

 

９．国民保護・NBC災害対応 

【背景】 

弾道ミサイル情報等の対処に時間的余裕のない事態に関する緊急情報を、人

工衛星を用いて国から市町村等に瞬時に伝達する全国瞬時警報システム

（J-ALERT）が注目を集めるなど、緊急情報の伝達について国民の関心は急速

に高まっており、避難住民の誘導、武力攻撃災害への対処等消防の果たす役割

はますます重要となっている。 

これらの消防の役割を果たすためには、武力攻撃事態や大規模テロ等に際し

て、消防隊員の安全確保を図りつつ、避難住民の誘導や情報の伝達等が円滑に

実施できるよう、常に最先端の科学技術を活用し、技術開発を行う必要がある。 

【取り組むべき課題】 

(1) 最先端技術を活用した避難誘導や情報伝達等の円滑な実施 

  (2) 防護資機材の高度化による消防隊員の安全を確保する技術 

  (3) 毒・劇物等危険区域の設定に関する研究 
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